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i概要書
介護施設が大規模施設より小規模施設の方が効率的な運営が可能であるということを施
設の適正規模と適正サイクル、利益確保と職員募集、利用者募集の観点から効率性を検討
し、小規模施設が効率的に運営できることを明らかにした。通常のサービス施設と異なる
傾向のある介護施設は地域に密着した小規模施設が利用者・職員の募集が少なくて済むた
め、より狭い範囲での需要の取り込むことを念頭に置くことができ、小回りの効き、より
効率的な運営ができることを明らかにした。
高齢者人口の増加に伴い、介護市場は活気に満ちており、新規参入事業者は後を絶たな
い。一方、競争の激しい介護市場において、廃業をせざるを得ない事業者も増加している。
このような市場環境で、市場の寡占化は進まず、適正規模や適正サイクルについて考える
必要がある。
介護施設における適正規模や適正サイクルのマネジメント手法がわかることで、介護事
業に携わるプレイヤーが安定した事業を行うことができ、入居する高齢者や働く職員が安
心できる環境の基礎を構築することが可能となる。
介護について数学的に検証した研究については多くある。しかし、シフト作成にともな
うスケジューリングや医療サービスにおける質に着目したものが多く、介護施設自体の適
正規模に関するマネジメント手法に関して調査した先行研究は少ない。また、適正規模に
関する研究は、漁業や学校などに関するものは多くあったが、介護の適正規模に関する先
行研究はない。
介護施設における収益構造は、売上－コスト＝入居者数×月額収入－(人件費＋家賃＋食
費＋募集費用＋α)で表すことができ、そのベースとなるのが、居室に対する稼働率である。
その稼働率は、施設の規模によって変化の具合が異なってくる。介護施設は、高齢者と労
働者という 2 つの人口動態に影響を受けるビジネスモデルであることから、施設の規模と
施設からの距離と入居希望者・職員の関係を明らかにした。
前述した施設の稼働率の中で大きな違いが発生する点として規模とサイクルがある。規
模とサイクルについては、小規模施設と大規模施設の営業利益と広告宣伝費を比較するこ
とで、広告宣伝費が必要となる利用サイクルと施設規模の関係性を求めた。更にその評価
として、収益のリスクプレミアムを算出した。
本論文は、これらによって介護施設において小規模施設と大規模施設のどちらが良いか
明らかにする論文である。本論文を執筆することが、介護事業に携わるプレイヤーが安定
した事業を行うためのヒントとなり、入居する高齢者や働く職員にとって安心できる環境
が構築するヒントとなればと考える。
2018 年 1月
江頭 大
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1第１章 本論文の背景と先行研究―介護施設の適正規模の検討を必要とする
理由―
第１節 本論文の背景
介護施設はヘルスケア産業において大きな役割を担っている。介護施設は、国からの収
入を得る公的性格と、サービス業という民間の人的サービス集約という 2 つの組み合わせ
から成っている。そのため、国のサイフによる介護報酬の変動も意識すべき業界であり、
介護報酬の大幅な低下や経営悪化の際に対応できるよう、効率的な運営を常に考える必要
がある。
そこで、本論文では、介護施設の規模とサイクルに着目をした。介護施設の大規模施設
と小規模施設のデータを活用し、どちらが効率的であるかを適正規模と適正サイクルから
明らかにする。ここでいう適正サイクルとは介護施設の稼働推移から募集対策を講じる必
要性が発生する期間としている。
第１章では高齢者人口や介護市場の需要増加と先行研究について論じ、第２章では本研
究とその分析手法について示した上で、第３章で介護施設の収益面について分析する。第
４章では需要分布から絶対的需要と割引率について算出する。第５章で規模とサイクルの
点から違いを明らかにして、第６章でその評価としてリスクプレミアムと確実性等価を求
めた。第７章では大規模施設と小規模施設のどちらが良いのか表に纏め、第 8 章でその課
題と今後の展望を述べた。
まずは第１章として、高齢者人口や需要増加と先行研究について論じる。
第２節 高齢者人口の増加
近年、日本における高齢化の進展は周知の事実となっており、 図 1 の内閣府の平成
29 年版高齢社会白書[1]によると、日本の全人口に占める高齢者の割合は、2016 年 10 月時
点で 27.3%にも上り、2065 年には 38.4%に達するという推計がされている。
更に、表 1の厚生労働省の介護保険事業状況報告[2]によると、介護が必要な要介護高齢
者においては、2003 年度末の約 370 万人から 2013 年度末には約 570 万人とおおよそ 200
万人増加している。日本における高齢者人口の増加が著しく、高齢者における介護の必要
性は明らかである。これを前提に介護市場の需要の増加について次に示していく。
2図 1：高齢化の推移と将来推計
表 1：第 1 号被保険者の要介護度別認定者数の推移
第３節 介護市場の需要増加と効率的運用
これらを背景として、介護市場の需要増加が続いており、図 2 はデロイトトーマツファ
イナンシャルアドバイザリーの調査[3]によると、2014 年に 8.6 兆円の市場は 2025 年には
18.7 兆円にも達するとされている。このように介護市場の需要増加に伴い、介護事業のプ
レイヤーは年々増え続けている。
3図 2：国内介護市場規模予測
しかしながら、介護事業のプレイヤーは新規参入が容易であることにより、寡占化が進
んでいない。図 2は 2017 年 3 月期の介護事業に注力している主な上場企業の売上等の指標
である。介護業界はこれらの企業併せても市場の約 1%前後であることがわかる。
介護業界の寡占化が進むためには、介護施設が効率的に運用できる適正規模や適正サイ
クルという観点で研究が行われることが必要となる。そこで本研究では、介護施設におけ
る適正規模と適正サイクルの効率的なマネジメント手法について明らかにしたい。ここで
いう効率的とは、利益確保と職員募集、利用者募集の 3点においてどちらが上回っている
か、すなわち利益が高く、職員募集や利用者募集が容易であるかについての観点で検討す
る。容易であるかどうかは施設からの距離データや広告費等から明らかにする。
介護施設の需要変動について考える時、平均入居期間を把握する必要がある。通常のサ
ービス施設（例えば、スーパーのレジや銀行の ATM など）を考えると、大規模にして、サ
ービスを受ける人（需要）をたくさん取り込めば、需要の変動が少なくなり、より効率的
に運用できるはずである。高齢者の平均入居期間は約 2～3 年といわれており(今回調査対
象においては大規模施設が 26ヶ月、小規模施設が 24 ヶ月)、労働者変動についても、大規
模施設で 2年 9ヶ月、小規模施設で 4 年 3 ヶ月と変動が大きい。厚生労働省の労働市場分
析レポート第 91 号の平成 28年度調査[4]によると、介護労働者の離職率は全産業の 15.0%
と比べ、16.7%と高い水準があることがわかる。これは、介護施設需要に伴い新規施設が多
く、労働者が職場を頻繁に移っていることも要因として考えられる。このように、通常の
サービス施設と異なる傾向のある介護施設は地域に密着した小規模施設が利用者・職員の
募集が少なくて済む可能性があり、より狭い範囲での需要の取り込みを念頭に置くことが
できる。いわゆる小回りの効く（様々な状況に対応できる）可能性があり、より効率的な
運営ができるはずである。
4第４節 先行研究
介護について数学的に検証した研究については多くあるが、介護施設自体の適正規模に
関するマネジメント手法に関して調査した先行研究は少ない。シフト作成にともなうスケ
ジューリングについての先行研究はいずれも在宅介護に焦点を当てたものである。足立ら
[5]は訪問介護の勤務表作成支援システムを構築することで訪問介護のシフト作成を効率
化することを目的としており、小林ら[6]は人員不足を補うために訪問看護のシフトを効率
的に行うことを目的としたものであり、本論文とは、在宅サービスを焦点にしている点と
運営施設の規模に着目している点が大きく異なっている。
青山ら[7]は医療・介護サービスの補充計画における質に着目し、ケアマネージャーが利
用希望者に対し、職員を効率的に配置することでケアマネージャーの業務効率を上げるこ
とを目的としている。これについては、介護サービスの効率的運用を数学的検証から行う
点については似てはいるものの、在宅サービスに焦点を当て、利用者のサービス計画に着
目している点が大きく異なっている。
介護以外では、適正規模に関する研究は存在する。田中[8]は日本沿岸の底魚漁業の適正
規模を明らかにすることを目的として数学的に検証しており、加治佐ら[9]は少子化に対応
するため、中学校の適正規模を明らかにすることを数学的に検証している。適正規模とい
う点では本研究と関連するしているものの、漁業、学校という業種において介護とは異な
っている。
海外の研究では Michael D. Hurd[14]が介護施設について調査結果を発表している。こ
ちらは、介護施設に着目している点においては関連性があるが、日本で言うところの特別
養護老人ホームの費用と利用分布に関する研究であり、本論文とは異なる。
このように介護施設や適正規模それぞれにおいて数学的に検証している論文はあるもの
の、効率的運用が可能となる介護施設の適正規模について数学的に検証している先行研究
はない。
第２章 分析手法
第１節 分析手法
エリアや開設年が近く規模が異なる大規模施設と小規模施設(表２参照)の損益計算書及
び稼働率の実データを基に、特徴的な違いを明らかにする。
異なる規模を考える理由としては、介護施設の大きな問題の 1 つに人材不足がある。多
くの職員は自宅から近いところでの勤務を希望するが、大規模になると多くの職員が必要
で、生活圏に大規模を満たすだけの職員数がいるエリアは限定されている。同様に利用者
5募集に関しても、1 つのエリアで損益分岐点を超えるだけの利用者を集めるには時間も労
力もかかり、そのエリアにそれだけの希望者が常にいるとは限らない。
このように介護施設では、介護の担い手の適性を考えた人員配分と需要のアンマッチが
考えられるので、それをいかに解消するかがポイントになり、異なる規模について考える
必要がある。これを前提に典型的な例として分析対象を下記に決定した。比較対象を選定
した理由としては以下 3 点である。①全施設を対象とすると、定員等にバラつきがでてく
ること②施設ごとの条件に差異が出てくること③データの比較として人口動態も考慮する
が、エリアが異なってしまうこと。
表 2：分析対象施設
使用するデータは以下のとおりである。
表 3：分析対象データ
表 3 のデータを基に、介護施設の収益、需要分布、規模とサイクルについて分析を行い、
リスクプレミアムと確実性等価で評価した。
対象1：大規模施設 対象2：小規模施設
類型 介護付有料老人ホーム 認知症対応型共同生活介護
敷地面積 943.4㎡ 821.49㎡
延床面積 1869.82㎡ 639.28㎡
構造 重量鉄骨増地上４階建 木造２階建
居室総数／定員 61名 18名
開設年月 2015年11月1日 2013年4月1日
職員数(開設日からの累計数) 148名 40名
使用するデータ 対象期間
1.2施設の直近2年分のPLと事業計画書の損益分岐点の資料 (2016年 4月 1日 ～ 2018年 3月31日)
2.入居者及び問い合わせ者の住まいと施設の距離のデータ (開設日～2018年10月)
3.職員の住まいと施設の距離のデータ (開設日～2018年10月)
4.横浜市内の人口動態(高齢人口と生産年齢人口)のデータ 平成27年国勢調査
5.直近2年分の2施設の稼働率 (2016年 4月 1日 ～ 2018年 3月31日)
6第３章 介護施設における収益
第１節 介護施設における収益構造
実在する大規模施設(定員 61 名)と小規模施設(定員 18 名)の損益計算書及び稼働率の実
データを基に、大規模施設と小規模施設の経年的な特性を明らかにする。介護施設の収益
構造は次の式で表すことができる。
営業利益 = )()( AFRHtbN  (1)
ここでb は月額収入、 )(tN は時刻 t での入居者数を表し、 )(tbN は総売上となる。H は
入居者数に応じた必要従業員から来る人件費であり、入居者数や従業員数に依存する。R
は施設賃貸料(定額)、 F は食費、 A は広告宣伝費で、合計 )( AFRH  が総費用とな
る。
(1)式より N とF 及び H (流動部分)は利益に直結する。介護施設は入居定員があるので
運営はホテルと同じように、基本的には定員以上の収入や利益を上げることは困難であり、
収益や利益に関連するのは定員がすべて埋まっている状態をいかに継続するかという稼働
率のビジネスとなり、その推移が利益に直結することになるため、重要な指標となる。
第２節 大規模施設と小規模施設の稼働率
図 3、図 4、図 5 は各施設の 2 年間における稼働率推移である。小規模施設は上がり基
調で安定しているが、大規模施設は満床になるまでの時間がかかり、稼動にも変動が大き
く、下がり基調であり、短いサイクルで広告などの営業努力をしないと稼働率を維持して
いくことが困難である。時間的経過についてである。図３と図４は各施設の 2 年間におけ
る稼働率推移である。赤いラインは最小二乗法を活用し、求めた。
7図 3：小規模施設の稼働率推移
図 4：大規模施設の稼働率推移
8図 5：2 施設の稼働率推移比較(月毎)
時間的な経過をみると、小規模施設は上がり基調で安定しているのに対して、大規模施
設は、損益分岐点の 34 人は越えているものの、満床になるまでの時間がかかり、下がり
基調であり、大規模施設は定期的に広告費などの営業努力をしないと稼働率を維持してい
くことが困難であるということである。
職員数の平均勤続年数については、小規模施設が 4 年 3 ケ月、大規模施設が 2 年 9 ヶ月で
あり、小規模施設の勤続年数が長く(表 4 参照)、募集費用が少なくてすむことがわかる。
小規模施設の勤続年数が長いのは、業務における移動距離や業務量が多岐にわたる大規模
施設に対して、移動距離や業務量が少ないことと、関わる職員利用者が少ないため関係性
を構築することが比較的容易であることが考えられる。
それに対して平均入居期間は 2 ヶ月であるものの大規模施設が長い。しかし、図 3～図
5 で示したとおり、稼動における変動が大きい。これは、一定の入居者は安定しており平
均入居期間を長くする要因になっているのに対して、一部の空室に対する入居者の回転率
が高いことが考えられる。施設の規模により、病院や老人保健施設など一時的に入退居を
繰り返すこともあるため、このような状況が発生する。
表 4：平均勤続年数と平均入居期間
小規模施設 大規模施設
平均勤続年数 4年3ヶ月 2年9ヶ月
平均入居期間 24.12ヶ月 26.95ヶ月
9第４章 需要分布
第１節 横浜市内の人口動態
本論文は横浜市にある隣接する行政区である緑区と保土ヶ谷区という距離的に近い介護
施設を対象とする。ここでは 2 施設の需要を比較する前提条件として横浜市内の人口動態
を示す。横浜市内では行政区別で最新の年齢別のデータがない。そのため、2 つのデータ
を利用する。1 つは、平成 27 年国勢調査人口等基本集計結果[10]に基づいたもの(表 5、表
6 参照)を利用する。もう 1 つは、横浜市内の生産年齢人口と 65 歳以上人口の 5 年毎の割
合推移を算出し、緑区・保土ヶ谷区の年齢別データとする(表 7 参照)。保土ヶ谷区の人口
が緑区の人口をやや上回っているものの、大きな違いがなく比較対象として選定する。
表 5：横浜市内の人口動態のデータ①
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表 6：横浜市内の人口動態のデータ②
表 7：横浜市内各区の人口動態
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第２節 入居者・職員の距離
これまでのデータを基に時間と空間において、大規模施設と小規模施設の関係がどのよ
うになっているか分析する。
一定のエリアにおいて潜在的な入居希望者は均等にいるものと考え、de を 1km2あたり
の職員、dc を 1km2 あたりの顧客需要密度とする。1-e-ar を施設からの距離に応じた割引
率とし、この係数に応じて職員や入居者は距離に応じて減少する。
大規模施設と小規模施設は同じエリアで同じだけの需要が発生するが、大規模施設は小
規模施設より定員が多いため、絶対必要数が多い(図 6 参照)。大規模施設は費用をかけて
募集する必要が出てくる。円中の人を四角で囲っているが、実際に入居をする人の例であ
り、大規模施設は小規模施設より発生する需要から沢山の人数を入居させなければならな
い。
ここで言う de は職員、dc は入居希望者とし、R は距離とする。
図 6：2 施設の半径 3km における需要発生イメージ
全方位全て同じだけの需要 d が発生すると仮定した時の大きさは、このような式になる。
 
 aRaR
ar
ae
a
d
drdRD



  
Re12
rde
2
2
0
R
0
π
π

表 8 は入居者職員の距離別データと距離別合算データであり、R は 1km、3km、5km
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となる。上記式の割引率 a と絶対的需要 d を決めることで大規模施設と小規模施設の理論
値を算出することができる。これにより、実際のデータとの乖離がどの程度か把握するこ
とができるだけでなく、大規模施設と小規模施設のどちらが理想的であるかを求めるため
の基礎とすることができる。
表 8：入居者及び職員の距離別／距離別合算データ(開設日～2018 年 10 月)
第３節 絶対的需要と割引率
理論値となる    aRaR ae
a
dRD   Re12 2
π
と表 8 の距離別データの実数との誤差
の二乗の和が最小になるような絶対的需要と割引率を求めた(表 9 参照)。各項目の合計を
設定し、指定値を絶対的需要合計、変数を a と d、制約条件を実数と各 D(R)を設定した。
表 9：1km 当たりの入居者職員別の絶対的需要および割引率(単位：人)
各施設の特性を規模と需要の観点から考える。図 7、図 8 は施設からの半径χkm 内の
入居者数及び職員数を表している。折れ線は大規模施設と小規模施設の理論値であり、ド
a d
大規模入居者 0.475811 5.611564
小規模入居者 0.535472 2.982397
大規模職員 0.69586 5.102039
小規模職員 1.229369 3.771406
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ット部分が実際のデータに基づく値である。
図 7 は小規模施設の 1km 地点での実際の値と理論値には乖離はあるものの、その他は
ほぼ理論値どおりの数字となっていることがわかる。図 8 も小規模施設の 3km 地点での
値に若干の乖離はあるものの、ほぼ理論値と同じであるといえる。従って算定した a と d
の信頼性はかなり高いと言える。
図 7：入居者と距離の関係
図 8：職員と距離との関係(絶対的)
図７と図８からわかるように、半径の距離が広がっていくと人数は増えていくが、小規
模施設より大規模施設の折れ線グラフが高位に位置している。
１km時点での需要は同じだけ発生するが距離が離れるに従い、大規模施設の割引率 aは
大きくなり、小規模施設の必要数との差が開いている。表９の絶対的需要dは5.618＞1.540
となり、大規模施設が魅力的であり、短い距離で多くの人数を集めるということができる
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が、それ以上にキャパシティが大きいため、それを埋めるために広範囲に募集をかける必
要がある。これは、割引率 a が大きくなる(0.476＞0.228)大規模施設が広告宣伝費をかけ
て需要を掘り起こしているとも言える。逆に小規模施設の絶対的需要は大規模施設より劣
るが、キャパシティを埋めるまでの距離が短くて済む。結果的に大規模施設に比して小規
模施設の方がより近くから来ている割合が大きくなり、小規模施設は遠くからのスタッフ
募集や集客を要しない。
少子化によりサービス業の担い手及び生産年齢人口が減っていき、いずれ高齢者人口も
ピークを迎える。その時に入居者・職員の確保が近距離で完結できるかどうかというのは
経営上の大きな課題である。そう考えると本章の需要分布では、小規模施設が大規模施設
より安定しており募集も少なくてすむ、ローリスクハイリターンであるといえる。
第５章 規模とサイクル
第１節 小規模施設の広告宣伝費と営業利益
小規模施設の広告宣伝費と営業利益の推移を見ると、なだらかな線となっている。小規
模施設は広告宣伝費を要することが少ないことから、職員確保や入居者確保に広告宣伝費
を活用することが少ないため、営業利益も安定していることがわかる(図９参照)。
図 9：小規模施設の広告宣伝費営業利益月別推移
第２節 大規模施設の広告宣伝費と営業利益
大規模施設は入居者の減りと同時に収支も下がり、大きな広告宣伝費をかけているため、
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定期的な山ができており、不確実性があることがわかる(図 10 参照)。大規模施設の利点と
しては、規模の経済の観点で利益が上がる時は大きいのではないかと考えていたが、実際
はそうではないことがわかる。欠点としては、職員・入居者とも小さなエリアで確保しき
れず、広告宣伝費等が大きくかかり非効率である。空室リスクが大きく、定期的に広告費
がかかってしまうことで営業利益も安定しないのも欠点の一つであることがわかる。
図 10：大規模施設の広告宣伝費と営業利益の月別推移
第３節 営業利益と広告宣伝費
図 11と図 13 に 2 施設の広告宣伝費と営業利益の推移を示す。小規模施設はどちらもほ
ぼ一定だが、大規模施設は入居者の減少と同時に収支も悪化し、それを補うため多く広告
宣伝費を短いサイクルでかけている。
営業利益は定員 1 人辺り小規模施設と大規模施設はほぼ同額となる。
小規模施設の広告宣伝費の年平均を 1 として、単位化した。
図 11：2 施設の広告宣伝費推移比較。
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(小規模施設の広告宣伝費の年平均を 1 として、単位化した。)
図 12：2 施設の各月 1 人当たり営業利益。
（小規模施設の 1 人当たり営業利益の年平均を 1 として、単位化した。）
1 人当たり営業利益の平均を単位化すると、小規模施設を 1 とした時、大規模施設は約
0.997588 となり、同様に広告宣伝費を単位化すると、小規模施設を 1 とした時、大規模施
設は 6.389 となる。
図 11では広告宣伝費の比較を行っているが、これらのことからわかるのは、職員・入居
者とも小さなエリアで確保しきれず、また、空室リスクも大きいため、定期的に広告宣伝
費等が大きくかかり非効率となっていることがわかる。逆に小規模施設の利点としては、
職員確保も行いやすく、広告宣伝費も圧倒的に少ない。
大規模施設は、職員も入居者も同時に集めなければならない数が大きく、仮に入居者が
満床で、職員が 1 人であれば人員配置基準違反になってしまい、入居者が 1 人で職員が沢
山いたらコスト過多になる。大規模であると入居者と職員を常に安定させている必要があ
るため、図 11のように広告宣伝費が大きくかかることにつながる。
少子化によりサービス業の担い手が減っていき、生産年齢人口も減っていく。そして高
齢者人口もいずれピークを迎える。その時に入居者・職員の確保が近距離で完結できるか
どうかというのは経営上の大きな課題である。
図 12では各月 1 人あたりの営業利益を単位化しているが、大規模施設は規模の経済の観
点で利益が大きく上がる訳でもなく、小規模施設は大規模施設の利益を上回っている。
前述した時間のモデルにおいて小規模施設が大規模施設より安定しており募集も少なく
効率的であり、安定的でありローリスクハイリターンであることが明らかになった。
地域周辺における需要が一定であることから、遠方からも募集をかけなければならないこ
と等リスクの観点から小規模施設が良いといえる。
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第６章 リスクプレミアムと確実性等価
第１節 小規模施設の場合
リスク評価を考慮した金額としての営業利益を算出する。営業利益を x、経営者のリス
ク回避係数を r とする時、経営者の効用関数を )exp()( rxxu  と想定する。このとき、
確実性等価CE は以下のようになる。
2
2
1)( rxECE 
)(xE は営業利益の 24 ヶ月平均、 2 はプロジェクトの分散(リスク)である。まず、図 13
にて小規模施設の営業利益各クラス到達回数を示した。次に図 14にて営業利益のクラスの
代表値を横軸として、縦軸を確率とした。そこから営業利益の各代表値と営業利益の金額
の平均 158.3 万円の差を求め、離れ具合を算出した。その 2乗の平均値として分散を求め
た。分散は 2638.8 となる。
仮に、r＝0.01 とした時に分散に、リスクプレミアムは
2
2
1
r ＝13.194 となり、確実性等
価は
2
2
1)( rxECE  ＝145.138 となる。
図 13：小規模施設の営業利益各クラス到達回数
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図 14 ：小規模施設の営業利益の平均値と確率
第２節 大規模施設の場合
小規模施設同様に、リスク評価を考慮した金額としての営業利益を算出する。営業利益
を x、経営者のリスク回避係数を r とする時、経営者の効用関数を )exp()( rxxu  と想
定する。このとき、確実性等価CE は以下のようになる。
2
2
1)( rxECE 
)(xE は営業利益の 24 ヶ月平均、 2 はプロジェクトの分散(リスク)である。まず、図 15
にて大規模施設の営業利益各クラス到達回数を示した。次に図 16にて営業利益のクラスの
代表値を横軸として、縦軸を確率とした。そこから営業利益の各代表値と営業利益の金額
の平均 532.9 万円の差を求め、離れ具合を算出した。その 2乗の平均値として分散を求め
た。分散は 17794.2 となる。
仮に、r＝0.01 とした時に分散に、リスクプレミアムは
2
2
1
r ＝88.97 となり、確実性等
価は
2
2
1)( rxECE  ＝444.02 となる。
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図 15：大規模施設の営業利益各クラス到達回数
図 16：大規模施設の営業利益の平均値と確率
小規模施設のリスクプレミアムが 13.194、大規模施設のリスクプレミアムが 88.971 で
あることから、大規模施設のリスクが大きい。
これらのことから、大規模施設より小規模施設の方がローリスクであることがわかる。
そして、小規模施設の確実性等価が 145.138 となり、大規模施設の確実性等価が 444.02
となり、リターンは大規模施設が大きいことがわかる。
これを 1 人あたりに直すと、小規模の確実性等価が@8.0632 となり、大規模の確実性等
価が@7.3 となり、小規模施設の 1 人あたり確実性等価が大規模施設の 1 人あたり確実性等
価が上回ることになる。よって小規模施設のリターンが大きいことがわかる。
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第７章 大規模施設と小規模施設はどちらが良いか
これまで、介護施設における適正規模と適正サイクルについて、各種のデータを用いて
分析してきた。結論としては介護施設においては大規模施設より小規模施設の方がよいと
いう結論を得た。理由としては、主に 3 点である。表 10に纏めたが 1人当たり営業利益の
点、入居者変動の点、職員変動の点から総合して小規模施設がよいということができる。
前述した時間と空間のモデルにおいて小規模施設が大規模施設より安定しており募集も
少なく効率的であることが明らかになったが、更にリスクプレミアム及び確実性等価を求
めることにより、安定性とローリスクであることがわかった。
地域周辺における需要が一定であることから、遠方からも募集をかけなければならない
こと等リスクの観点から小規模施設が良いといえる。
表 10：小規模施設と大規模施設の施設特性
第８章 課題と今後の展望
本研究は、特定エリアに特定の期間に限定して調査したため、調査結果は限定的である。
これらは様々なエリアや様々な事業活動体で調査を進めることで、本研究は更に精度の高
い結果を得ることができる。
本研究は、介護施設の適正規模と適正サイクルのマネジメント手法がどのようなものであ
るか考えるきっかけとなり、日本社会にとっての介護施設のあり方や効率的な運用の研究
の一助となれば幸いである。
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